
平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標１】より良質なおいしい水をいつでも安心して利用できる水道を目指します。 平成２１年３月６日政策調整会議了承

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

(1)水需要見通し

①長期水需要見通しの策定
②水需要推計の検証を行い、
県水の今後の長期水需要見通
しを策定する。（１９年度）
【平成20年度完了】

①予算及び配水計画への反映
状況（反映度）
②予算及び配水計画に反映さ
せる。（２１年度）

①次期中期経営計画（水源安
定化・施設整備推進等）への
反映状況（反映度）
②次期中期経営計画（水源安
定化・施設整備推進等）に反
映させる。（２２年度まで）
①施設整備計画への反映状況
②施設整備計画への反映

①配水計画（予算の1 基礎資
料）への反映状況
②配水計画への反映

計画課
総務企画課

１
安定給水の確保

(2)千葉県上下流交
流事業

①事業の実施数
②５回

①安定水源の確保
②参画する上流ダムの完成に
よる水源の安定化

計画課
総務企画課

(3)ちば野菊の里浄
水場（(仮称)江戸川
浄水場）建設工事

①事業進捗率
②１００％ (２０年度)

①自家用発電設備容量率（自
家発電設備容量／（契約電力
の合計＋自家発電設備容
量））
②３９．９％（２１年度）

①経年化浄水施設率浄水施設
更新率（（全浄水施設能力－
法定耐用年数を超えた浄水施
設能力）／全浄水施設能力）
②０％１００％（２１年度）

計画課

主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度） ①達成指標　②達成目標 ①成果指標　②成果目標
スケジュール

担 当 課

　今後の水使用や社会経済動向を調査するとともに、平成
17年度に実施された国勢調査結果及び国立社会保障人口問
題研究所の将来人口推計を基に水需要推計を精査し、県水
道局の今後の長期水需要見通しを策定する。
　将来的な水使用や社会経済動向を調査するとともに、国
勢調査結果及び国立社会保障人口問題研究所の将来人口推
計をもとに水需要推計を精査し、県水道局としての長期水
需要見通しを策定する。
（21年度の取組）
　実績の推移を踏まえ、フォローアップを行う。

　参画するダムの早期完成に資するよう千葉県上下流交流
事業などを実施する。
・八ッ場ダム建設事業（平成２７年度完成予定）
・湯西川ダム建設事業（平成２３年度完成予定）
　水源の安定化を図るため、千葉県水道局も参画している
湯西川ダム・八ッ場ダムの早期完成に資するよう、“上流
水源地域住民に感謝の気持ちを示すとともに、水を通じて
上流水源地域住民と下流千葉県民との相互理解を深める”
ことを目的とした千葉県上下流交流事業（事務局：千葉県
総合企画部水政課）を実施、推進する。
○湯西川ダム建設事業（平成23年度完成予定）・・・事業
主体：国土交通省、場所：栃木県
○八ッ場ダム建設事業（平成27年度完成予定）・・・事業
主体：国土交通省、場所：群馬県
（21年度の取組）
○「森と湖児童交流」（湯西川ダム）
千葉県の小学生・保護者と地元小学生が交流する。
○「水の大使」（八ッ場ダム）
千葉県の小学生・保護者と水没地区の地元小学生が交流す
る。
○「水源地の紹介」（八ッ場ダム、湯西川ダム）
千葉市民産業まつり行事でダム事業PRと水源地の紹介等を
行う。
○「シクラメン配布事業」（湯西川ダム）
水源地へ県産のシクラメンを贈り感謝と友好の気持ちを伝
える。
○「温泉直送」（湯西川ダム）
シクラメンのお礼として水源地の温泉の湯を県内老人福祉
施設等に贈る。

　老朽化の著しい古ヶ崎浄水場に代わる施設として、高度
浄水処理施設や給水拠点機能を備えた日量６万立方メート
ルを給水できる新浄水場を建設する。の新浄水場が平成１
９年度に稼動した。
　なお、未了であった沈でん池覆蓋工事を平成２１年度に
実施し、完了させる。
（21年度の取組）
―

各種の調査

水需要調査委託

水需要の検証、
見通しの策定

【平成20年度完了】

千葉県上下流交流事業などの実施・推進

土木・建築工事
電気・機械設備
工事

　稼　働試運転

【平成20年度完了】

活　用

資料２－２
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平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標１】より良質なおいしい水をいつでも安心して利用できる水道を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度） ①達成指標　②達成目標 ①成果指標　②成果目標

スケジュール
担 当 課

資料２－２

(4)(仮称)房総導水
路系浄水場整備事業

①房総導水路を活用した浄水施設
等整備計画の作成
②房総導水路を活用した浄水施設
等整備計画の作成(２１年度)
①基礎調査及び基本計画の検討
②房総導水路系水源を活用した浄
水場等施設整備の方向性の検討

①基本計画の基本設計策定へ
の反映
②基本計画を基本設計策定に
反映させる。（２１年度）
①基本計画の策定
②浄水場等施設整備の方向性
を反映した基本計画の検討

計画課

１
安定給水の確保

(5)船橋給水場リ
ニューアル工事

①事業進捗率
②１００％(２２年度)
①基礎調査及び基本計画の策
定
②整備の方向性の検討

①配水池耐震施設率
②８８％（２２年度）

計画課

(6)栗山浄水場老朽
化更新工事

①事業進捗率(事業費ベース)
② 14% (21年度)
　100% (22年度)

①浄水場等施設耐震化率（浄
水場耐震化済み施設数／浄水
場等全施設数）
② 9492.5%（21年度）
   9594.7%（22年度まで）

①経年化設備率（経年化年数
を超えている電気・機械設備
数／電気・機械設備の総数）
② 60%以下（21年度）
　 57%以下（22年度まで）

計画課

　　房総導水路系を水源とする浄水場の建設に関する基本
計画等を検討する。
　なお、平成２０年度に長期水需要見通しの見直しがあっ
たことから、平成２１年度は、当局の長期水需要を基に、
房総導水路を活用した浄水施設等整備の検討を引き続き実
施する。
　安定水源の活用や水源の多水系化のため、房総導水路系
を水源とする浄水場の建設に関する基本計画等を検討す
る。
（21年度の取組）
　房総導水路系水源を活用した施設整備の方向性につい
て、長期水需要見通しや県内水道のあり方の方向性等を踏
まえ、検討を行う。

　老朽化が進行している船橋給水場について、平成14 年
度に実施した老朽度診断調査をもとに、安定給水とコスト
面等からリニューアル方策の計画を策定するとともに、こ
れに基づく工事を実施する。
なお、浄・給水場施設整備計画を見直していることから、
平成２１年度は、平成２０年度の検討結果を踏まえ基本計
画を策定する。
　安定給水の確保のため、老朽度診断調査※をもとに、老
朽化が進行している船橋給水場について、安定給水とコス
ト面等からリニューアル方策の計画を策定するとともに、
これに基づく工事を実施する。　※平成16、17 年度に実
施
(21年度の取組)
　給水場の全面リニューアルは、長期間の機能停止を伴う
ため、水の経路の変更など事前の段取りを周到に措置する
必要がある。
　このため、当年度は将来的な施設の形態について再度検
討を行い、最適な工法や管理手法を確定する。

　老朽化が進行している栗山浄水場について、平成14 年
度に実施した老朽度診断調査結果をもとに、土木構造物の
改修や建築物の耐震化、電気・機械設備の更新を計画的に
実施する。
　平成２１年度は、更新の基本計画の見直しを実施すると
ともに耐震調査が未実施の１拡管理本館の耐震診断を実施
する。
　なお、中央監視設備及び１拡ポンプ棟の耐震工事につい
ても基本計画の見直しに含まれている。
　安定給水の確保のため、老朽度診断調査をもとに、土木
構造物の改修や建築物の耐震化、電気・機械設備の更新を
計画的に実施する。
（21年度の取組）
　栗山浄水場一拡管理本管外耐震診断業務委託を実施す
る。

　基礎調査
　基本設計

大規模事業評価

　基本計画

　基本計画 　基本設計 　工　事

実施設計

電気・機械設備更新工事

管理本館
１拡ポンプ棟

　耐震工事

次亜塩注入機室
築造
次亜塩注入設備

　中央監視設備
　

次亜塩注入設備
築造
次亜塩注入設備
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平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標１】より良質なおいしい水をいつでも安心して利用できる水道を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度） ①達成指標　②達成目標 ①成果指標　②成果目標

スケジュール
担 当 課

資料２－２

１
安定給水の確保

(7)浄水場等設備更
新工事

①浄水施設更新率
②１００％（２２年度）

①設備更新実績率（当該中期
経営計画内で更新工事が完了
した設備数/当該中期経営計画
内での更新工事予定設備数）
② 57%（21年度末）
　100%（22年度末）

①経年化設備率（経年化数を
超えている電気・機械設備数
／電気・機械設備の総数）
② 60%以下(21年度末）
　 57%以下(22年度まで末）

計画課
浄水課

(8)八ケ崎～五香六
実線布設工事

①事業進捗率
②５１％(２１年度)
　７４％(２２年度：第1期分)
　一部通水開始（２２年度）

①緊急時安定給水度（バック
アップ可能区域の人口）
②松戸市八ヶ崎・小金原・金
ケ作　１０２，０００人
（２２年度まで）

計画課

　緊急時のバックアップ管路として、沼南給水場から松戸
市八ケ崎、小金原地区へ送水する路線の整備を実施する。
　平成２１年度は、φ４００ｍｍ配水管５５３ｍの布設工
事を実施し、φ５００ｍｍ配水管１０００ｍの非開削推進
工事に着手する。
　住宅地の多い松戸市八ヶ崎及び小金原地区には、沼南給
水場から松戸給水場を経由し、さらにφ900mmの松戸～日
暮線及びφ700mmの古ヶ崎～小金原線を通じて給水してい
る。
　これらの管路は単一路線であり、事故等の緊急時には両
地区が断・減水となるおそれがあることから、同市八ヶ崎
から五香六実までの約4kmの間にφ500mmないしφ400mmの
迂回管路（通称バックアップ管路）を新たに布設し、安定
給水体制の強化を図る。
（21年度の取組）
○第1工区：φ500mm布設工 L=300mを整備
○第6工区：φ400mm布設工 L=225mを整備
○第7工区：φ500mm布設工 L=770mを整備(H21～H22)
○第8工区：φ500mm布設工 L=220mを整備(H21～H22)

　老朽化している浄・給水場の電気・機械等の機器を効率
的に更新する。
　平成２１年度においては、北総浄水場、北船橋給水場、
沼南給水場の更新工事を実施する。
　安定給水の確保のため、老朽度診断調査結果をもとに、
老朽化している浄・給水場の電気・機械等の機器を効率的
に順次、更新する。
○実施設計　平成18年度実施設計：木下取水場、柏井浄水
場、北総浄水場、松戸給水場、沼南給水場
平成19年度実施設計：北船橋給水場
平成20年度実施設計：成田給水場
○更新工事　平成19年度更新工事： 木下取水場、柏井浄
水場、松戸給水場
平成20年度更新工事： 木下取水場、柏井浄水場、北総浄
水場、松戸給水場、沼南給水場
平成21年度更新工事： 北総浄水場、北船橋給水場、沼南
給水場
平成22年度更新工事： 北船橋給水場、成田給水場
（21年度の取組）
○柏井浄水場（北船橋系ポンプ用電気設備、西側水処理監
視設備、東側排水処理施設二次濃縮設備 H20～21）更新工
事
○北総浄水場（中央監視、ポンプ用電気設備 H21～23）更
新工事
○北船橋給水場（中央監視・電気設備 H21～23）更新工事
○沼南給水場（中央監視設備 H20～21）更新工事
○誉田給水場（中区系ポンプ用電気設備 H21)の更新工事

実施計画

　布設工事

φ５００㎜布設
　　　　　６００m

φ５００㎜布設
　　　　　８００m

φ３００～５００
㎜布設　９６５m

φ５００㎜布設
　　６５５m

　実施設計

　更新工事

木下取水場
柏井浄水場
北総浄水場
松戸給水場
沼南給水場

北船橋給水場 成田給水場

木下取水場
柏井浄水場
松戸給水場

木下取水場
柏井浄水場
北総浄水場
松戸給水場
沼南給水場

北総浄水場
北船橋給水場
沼南給水場

北船橋給水場
成田給水場
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平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標１】より良質なおいしい水をいつでも安心して利用できる水道を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度） ①達成指標　②達成目標 ①成果指標　②成果目標

スケジュール
担 当 課

資料２－２

(9)鋳鉄管更新工事

①鋳鉄管更新延長
②１７．０km（２１年度）
　８５．０km（２２年度まで）

①更新計画の策定
②実施計画の作成（２１年度）
　実施設計の作成（２２年度）

①腐食情報の収集
②２，０００件(２１年度)

①管路の事故割合（赤水又は漏水
等の発生率）
②１．６２以下（100km 当たり）
(２１年度)

①腐食情報の更新計画への反映度
②実施計画を実施設計に反映させ
る（２１年度）
①腐食情報の更新計画への反映状
況
②腐食情報を反映した実施計画の
作成

計画課
給水課

(10)配水区域の細分
化

①配水区域の細分化（区域形
成累計数）
②６２区域（２１年度まで）

①浄・給水場塩素注入量低減
実施数
②７箇所（２１年度）

①非常時において断水等の影
響を受ける人口（給水人口／
区域数）
②約４６，０００人以下（２
１年度）

給水課

　　経年化や障害発生の管路を解消するため、優先度の高
い管路を更新するとともに、更新計画を策定する。
　平成２１年度は、管路更新の実施計画（案）を作成す
る。
　また、腐食情報の収集についても引続き実施する。
　概ね40年を経過した管（経年管）のうち、赤濁水の発生
や管体腐食による漏水がみられる小中口径管について、優
先的に更新（布設替工事）する。
また、鉛給水管の更新工事や維持管理業務等を通じて配水
管の腐食情報等を収集し、これを反映した更新計画を策定
する。
（21年度の取組）
○更新優先度の高い管路について布設替工事を実施すると
ともに、更新計画を策定するための基礎資料となる腐食情
報等を収集する。
○更新工事の実施計画を作成する。

　県営水道の給水エリアには、浄・給水場の系統別に33の
配水区域が設定されている。
　本事業は、これらの配水区域をベースに、域内の人口や
地盤の高低差を考慮して更に区域を細分化し、より小規模
な配水ブロックを形成していこうとするものである。
　この細分化作業は、送・配水管の要所に設置されている
仕切弁（バルブ）を閉じることなどによって行うため、細
分化後においては、隣接する配水ブロックとの間が、常時
遮断される状態がつくり出される。
　これ本事業の実施により、配水ブロックごとの日常の維
持施設管理や塩素管理が容易になり、また、安定給水やお
いしい水の供給に貢献するほか、地震等の災害時において
は断水等の影響範囲を縮小することができ、被災後の復旧
も期間を短縮することが可能となる。
　本事業は、現行の３３配水区域を段階的に６２に細分化
するものである。
　平成２１年度は、引き続き配水区域の細分化を実施す
る。
（21年度の取組）
　新たに11区域で配水区域の細分化を実施。
○千葉水道事務所管内　5区域
○船橋水道事務所管内　2区域
○市川水道事務所管内　4区域

　更新工事

　腐食情報等の収集

１７㎞更新 １７㎞更新１７㎞更新
（１８．０ｋｍ）

１７㎞更新
（１６．９㎞）

１７㎞更新

　基本計画 　実施計画 　実施設計

∴（　）内は実績値

３３の配水区域から６２の区域に細分化

　モデル地区による細分化の検証
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平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標１】より良質なおいしい水をいつでも安心して利用できる水道を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度） ①達成指標　②達成目標 ①成果指標　②成果目標

スケジュール
担 当 課

資料２－２

(11)水運用センター
の設置

①水運用センター（システ
ム）の設置
②稼動（１９年度）
平成19 年度設置
【平成19年度完了】

①配水コスト縮減額浄・給水
場間の送水コスト
②電力料金節約による送水コ
スト縮減
１，９００千円（２１年度）
５，７００千円（２２年度ま
で）

①浄・給水場，水道事務所等
における水運用情報の共有化
②水運用情報の共有化による
効率的な業務運営の確保

浄水課

２
安全で良質な水
の供給

(12-1)おいしい水づ
くり計画の推進

①水質目標（８項目）におけ
る残留塩素濃度等の達成率
②特に残留塩素濃度を現状の
０．８㎎/㍑から０．６㎎/㍑
に低減する（２２年度）
①当局8 項目の水質目標のう
ち、未達成の「末端蛇口残留
塩素濃度」
②0.60mg/㍑（２２年度まで
に）

①ソフト事業の実施
②当年度ソフト事業の実施

①水道水のおいしさ（イン
ターネットモニターによる
「おいしい＋ややおいしい」
の割合）
①インターネットモニターへ
のアンケート調査（水道水の
おいしさ：「おいしい＋やや
おいしい」の回答割合）
②３５％（２１年度）
　４０％（２２年度）

計画課（お
いしい水Ｇ）

　19 箇所の浄・給水場や、総延長8、500 ｷﾛﾒｰﾄﾙを超える
送・配水管を通じて行われる県営水道の水運用を一元的に
情報管理するとともに、短期間の需要水量などを予測して
水処理コストの縮減等を図るため、水運用センターを設置
し、平成20 年度から水需要予測や水運用計画支援など4
種類のプログラムを組み込んだシステムを稼働する。
　水源から蛇口に至る水道システム全体の水量等の管理情
報をもとに日々の水需要予測を的確に行い、水処理等の費
用がより低コストとなる浄水量や配水量等の情報を浄・給
水場に提供できるようにするなど、総合的な水運用調整を
一元化して行うための水需要予測プログラム等を開発し、
水運用センター（システム）を設置する。
　さらに、配水区域ごとの残留塩素濃度等を自動水質監視
装置により把握・分析し、その結果を残留塩素コントロー
ルプログラムに反映させて浄・給水場ごとのきめ細かな塩
素注入量を設定するなど、残留塩素濃度の低減化に活用
し、おいしい水の供給に取り組む。
　また、非常時には、給水区域全体に設置された配水管理
テレメータ等により水量・水圧を把握・分析し、断減水等
が最小限となるよう浄・給水場間や地域間での適切な水運
用を行う。
(21年度の取組）
　センター（システム）から提供される、予測需要水量な
どの情報が、浄・給水場間の送水コストの面にどの程度反
映されるか等について検証し、システム設置の効果を確認
する。

　水道水質に対するお客様の高度化するニーズに応えるた
め、水道システム全体で展開する施策を多角的に検討・策
定した「おいしい水づくり計画」に基づき、平成２１年度
は残留塩素の低減化やおいしい水づくりキャンペーン等の
総合的な施策を推進する。
　「においの少ないおいしい水」を求めるお客様の要望を
反映して、水道局では、国の水質基準より高いレベルの水
質目標を設定している。
　この目標を達成するため、水源から蛇口まで間の技術的
な取組やキャンペーン活動等の施策について、お客様と連
携・協働して総合的に推進する「おいしい水づくり計画
（計画期間：平成27年度まで）」を策定し、おいしい水づ
くりを推進する。
 (21年度の取組）
おいしい水づくり計画（平成19年3月策定）に基づく取組
①技術的取組
・残留塩素の低減化
・管路の維持管理強化
・貯水槽水道の適正管理と直結給水の推進
・高度浄水処理その他
②ソフト事業
・各種ＰＲ事業
・ウォーターメイト制度等の運営その他

ソフト開発等 　水運用の一元管理

【平成19年度完了】

計画策定 総合的な施策の推進

水運用センター開設
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平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標１】より良質なおいしい水をいつでも安心して利用できる水道を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度） ①達成指標　②達成目標 ①成果指標　②成果目標

スケジュール
担 当 課

資料２－２

(12-2)残留塩素の低
減化

①残留塩素の低減化試験（配
水区域実施率)
②１００％（２２年度まで）

①残留塩素の低減化（浄給水
場実施率）
②１００％（２１年度まで）
残留塩素の更なる低減のた
め、塩素注入方式を検討す
る。

①塩素のにおい（インター
ネットモニターによる「感じ
ない＋ほとんど感じない」の
割合）
①インターネットモニターへ
のアンケート調査（水道水の
塩素臭：「感じない＋ほとん
ど感じない」の回答割合）
②５８％（２１年度）
　６０％（２２年度）

計画課
浄水課

(12-3)管路の維持管
理強化

①送・配水管内の洗浄延長
②１，０００ｋｍ
　（２１年度）
  ５，０００ｋｍ
　（２２年度まで）

①水質苦情件数
②水質苦情件数上限
　２８５件（２１年度）
　２７０件（２２年度）

給水課

(12-4)貯水槽水道の
適正管理と直結給水
の促進

①貯水槽水道指導率（貯水槽
水道指導件数／貯水槽水道総
数）
②　７３．１％（２１年度）
  １００．０％（２２年度）

①直結給水率（直結給水件数
／給水件数）
②６３．７％（２１年度）
  ６４．４％（２２年度ま
で）

給水課

　管路内の水質の向上・保持を図るため、計画的な送配水
管内の洗浄やバルブ等作動点検調査等を実施する。
　平成２１年度は、送配水管内の洗浄を１，０００ｋｍ実
施する。
 管路内の水質を適正に維持するため、計画的な管路内洗
浄を実施するとともに、赤水などの異常発生時等には迅
速、適切に対応する。
（21年度の取組）
○計画的な管路内洗浄を実施する。
○突発的に発生する赤水への対応や配水区域の細分化に伴
う処置として、随時、管路内洗浄等を実施する。

　平成１８年度策定した「おいしい水づくり計画」におい
て、残留塩素の低減化を進めるため、塩素注入方式の検討
や残留塩素濃度の制御に係るシステムの整備等について検
討する。
　平成２１年度は、配水区域の細分化（事業№（10）参
照）の完了した配水系統別に残留塩素の低減化を実施する
とともに、塩素の注入方式や制御方法の見直しにより、き
め細かに塩素注入等ができるよう整備する。
　浄・給水場への塩素多点注入方式（※）導入の基礎調
査，水温別の残留塩素管理方法の検討，配水区域
の細分化に伴う減塩素対策など，末端蛇口における残留塩
素の低減化を図るための事業に取り組みます。
※ 末端蛇口までの送配水の距離・到達時間の違いを考慮
して配水系統別に行う塩素注入方式
(21年度の取組）
○塩素多点注入方式導入のための基礎調査を実施する。
○水温別の残留塩素管理方法の改善について検討する。
○配水区域の細分化が完了した系統において、塩素量の低
減化試験を実施する。

　お客様の貯水槽水道に対する衛生面での不安を解消し、
より安全でおいしい水の供給を図るため、適正管理の啓
発、指導を行う貯水槽水道地域巡回サービスを実施する。
　併せて、中高層の建物に対し、貯水槽水道から直結給水
への転換を促進するため、水道事務所に専門の相談員を配
置するとともに、積極的なＰＲを行う。
　平成２１年度は５，５４３箇所の地域巡回サービスを実
施するとともに、直結給水への転換の促進を図る。
（21年度の取組）
○平成２２年度までの４か年で予定している、貯水槽水道
約21,000箇所（18年度末現在の総数）の内、5,543箇所の
巡回サービスを行う。
○直結給水方式への転換を促進するため、巡回サービスや
水道事務所・支所でＰＲを行う。

管内洗浄
１，０００㎞
  （７９８㎞）

管内洗浄
１，０００㎞
（６６４㎞）

管内洗浄
１，０００㎞

管内洗浄
１，０００㎞

管内洗浄
１，０００㎞

∴（　）内は実績値

1万件のアンケー
ト調査

巡回サービス
４，４５３箇所

巡回サービス
５，２００箇所

巡回サービス
５，５４３箇所

巡回サービス
５，６００箇所

直結給水転換
マニュアル作成

ポスター、パンフレットによる啓発・転換相談

検　討 機器整備・低減化の研究

調　査 低減化の実施

相談員育成配置

巡回車両購入
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平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標１】より良質なおいしい水をいつでも安心して利用できる水道を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度） ①達成指標　②達成目標 ①成果指標　②成果目標

スケジュール
担 当 課

資料２－２

(12-5-1)高度浄水処
理の導入（ちば野菊
の里浄水場）

①高度浄水処理水利用率（高
度浄水処理水（ブレンド含
む）給水人口／全給水人口）
②８０％（２２年度）

①飲み水としての水道水の満足度
（インターネットモニターによる
「満足している」＋「どちらかと
いえば満足している」の割合）
①インターネットモニターへのア
ンケート調査（飲み水としての満
足度：「満足している」＋「どち
らかといえば満足している」の回
答割合）
②４７％（２１年度）
　５０％（２２年度）

計画課

(12-5-2)高度浄水処
理の導入（北総・柏
井西側浄水場）

①基本方針の作成
②基本方針を作成する（２１
２２年度）

①基本方針の基本計画への反
映
②基本方針を基本計画に反映
させる。

浄水課
計画課

(12-6)鉛給水管の更
新

①鉛給水管更新率鉛給水管単
独更新本数
②１００％（２２年度）
　27,000本（２１年度）
 136,644本（２２年度まで）

①鉛給水管更新率（鉛給水管
更新累計本数（平成元年以
降）／平成元年（使
用を取りやめた時点）の鉛給
水管残存本数）
②９７％（２１年度）
　１００％（２２年度）

①宅地内自然漏水件数
②４５０件（２１年度）
　３６０件（２２年度）

給水課

　より良質なおいしい水を浄水場から供給するため、オゾ
ンと生物活性炭による高度浄水処理施設をちば野菊の里浄
水場に整備するとともに、その高度処理水の一部を近接す
る栗山浄水場へ送水し、広範囲に供給することにより水質
の向上を図る。
平成21年度は
(21年度の取組）
　引き続きちば野菊の里浄水場の高度浄水処理水の一部を
栗山浄水場に送水しブレンドして広範囲に配水する。

　鉛水質基準の強化に抜本的に対応し、併せて宅地内漏水
を未然に防止するため、平成２２年度完了を目標に鉛給水
管をポリエチレン管に更新する。
　平成２１年度は、単独更新として２７，０００本を実施
する。
  鉛水質基準の強化に対応するとともに安全で良質な水の
供給を図るため，配水管の分岐部から宅地内のメータ廻り
までの連続した鉛給水管を，ポリエチレン管に更新する鉛
給水管更新工事を実施する。
　平成22年度までに、単独更新本数136,644本を目標とす
る。
（21年度の取組）
　鉛給水管の単独更新工事として22,492本を実施する。
　老朽管布設替工事等に付帯する更新についても，併せて
実施する。

　北総浄水場及び柏井浄水場（西側）の原水処理の安定化
と浄水水質の更なる向上を図るため、オゾンと生物活性炭
を使用した、高度浄水処理のプラント実験による調査研究
を行う。また、実験結果をもとに既設浄水場へ高度浄水処
理を導入する場合の最適処理システム等の検討を行う。
北総・柏井(西側)浄水場では、その原水を利根川から取水
しているが、高い濃度の臭気物質の影響を受けていること
から、粉末活性炭を注入して対応している。しかし、処理
能力を超える場合も多いことから、安定した水処理と浄水
水質の向上に向けて、効率的・経済的な浄水処理方法を確
立するため、オゾンと生物活性炭を使用した、高度処理の
プラント実験による調査研究を行う。
　平成２１年度は、
(21年度の取組)
　２０年度中に実験プラントによる利根川系高度浄水処理
実験の結果報告書をとりまとめたので、当年度はその実験
結果をもとに既設浄水場へ高度浄水処理を導入する場合の
最適処理システム等の検討を行い、基本方針をの作成する
にとりかかる。

高度浄水処理施設の工事 高度浄水処理水の区域拡大

単独更新
　　２７，０００本
 　(２６，５２０本)
老朽管更新等
　　　２，４００本
　　 (２，５４２本)

単独更新
　　２７，０００本
　（２６，１０２本）
老朽管更新等
　　　２，３５０本
　　（１，９９８本）

単独更新
　　２７，０００本
老朽管更新等
　　　２，４００本

単独更新
　　２７，０００本
老朽管更新等
　　　２，４００本

単独更新
　　２８，６４４本
老朽管更新等
　　　２，３０８本

∴（　）内は実績値

　実 験

        　（利根川水系浄水場）

実験の取りまとめ 基本方針の作成

稼 働

7



平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標１】より良質なおいしい水をいつでも安心して利用できる水道を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度） ①達成指標　②達成目標 ①成果指標　②成果目標

スケジュール
担 当 課

資料２－２

(13)太陽光・マイク
ロ発電設備工事

①マイクロ水力発電機の設置
②平成19 年度までにマイクロ
水力発電設備２カ所設置

①太陽光発電設備の設置
②ちば野菊の里浄水場に太陽
光発電機を設置
【平成19年度完了】

①環境に負荷のかかるある購
入電力削減率
②１．５％以上（240 万kWh
以上（２１年度単年）
　１．５％以上（２２年度ま
で）

浄水課

３
環境保全対策の
推進

(14)省エネルギー推
進工事

①省エネ機器・省エネタイプ
機器の設置
②柏井浄水場の北船橋系ﾎﾟﾝﾌﾟ
用電気設備を更新する。（２
１年度）

①環境に負荷のかかるある購
入電力削減率
②　０．８％　０．６％（93
万kWh（２１年度単年））
　２．２％（354万kwh（２１
年度までの４ヵ年累計））
　２．９％以上（473 万kwh以
上（２２年度までの５ヵ年累
計））

浄水課

(15)再資源の推進

浄水場発生土について
①緑化培養土の事業化進捗率
②１００％以上（２１年度）

①資材原料化の研究の進捗率
②６０％以上（２１年度）

①緑化培養土の事業化等の促
進
②緑化培養土の事業化（平成
22年度まで）

①建設発生土の再資源化（平
成22年度まで）
②建設発生土の再資源化の促
進

①浄水場発生土有効利用率（緑化
培養土、セメント原材料）
②９８％以上
（２２年度まで）

①建設発生土再資源化率（建設改
良材）
②９０％以上
（２２年度まで）

①浄水場発生土有効利用率
②98％以上（平成22年度まで）

①建設発生土再生資源化率
②90％以上（平成22年度まで）

浄水課
計画課

　省エネルギー化の一環として、妙典・幕張給水場にマイ
クロ水力発電設備を設置するとともに、ちば野菊の里浄水
場に太陽光発電設備を設置し、電力購入量の削減を図る。
へ設置したマイクロ水力発電機の稼動により、化石燃料な
どにより作られる環境負荷のある電力の購入量を削減す
る。また、太陽光発電設備は、稼働を維持する。
（21年度の取組）
①省エネルギー化の一環として、幕張給水場、妙典給水場
へ設置したマイクロ水力発電機を稼働し、環境に負荷のか
かる購入電力を削減する。
（目標：幕張年間１３６万ｷﾛﾜｯﾄ時、妙典年間１０４万ｷﾛ
ﾜｯﾄ時、合計２４０万ｷﾛﾜｯﾄ時）
②平成19年度に開所した「ちば野菊の里浄水場」に設置さ
れた太陽光発電設備は、適切に保守管理し、稼働を維持す
る。
（目標：年間６万ｷﾛﾜｯﾄ時）

　浄水場発生土や建設発生土等について、その発生抑制と
再資源化を図り、環境対策を推進する。
　緑化培養土については、平成２０年度に事業化が完了し
た。平成２１年度の培養土製造量は７００トンを予定して
いる。
　また、発生土の資材原料化について、引続き新しい手
法・技術を研究する。
(21年度の取組）
①浄水場発生土については、環境負荷の少ない緑化培養土
化として事業化を実施し、700トンを緑化培養土原料とす
る。

　浄水場の設備更新事業に合わせて省エネルギー機器を導
入する。また、浄水場及び給水場の照明機器を省エネル
ギータイプへ変換する。浄・給水場設備への省エネ機器の
導入や、照明機器の省エネタイプへの変更により、電気使
用量の削減を図る
　平成２１年度は、柏井浄水場の北船橋系ﾎﾟﾝﾌﾟ用電気設
備を更新するための工事を施工する。
（21年度の取組）
①柏井浄水場東側排水処理施設に省エネ型汚泥濃縮装置
（※）を導入する。
当年度は昨年度に引き続き残り3台を設置し、6台とする。
②柏井浄水場の北船橋系ポンプ用の電気設備を省エネタイ
プに更新する。
※省エネ型汚泥濃縮装置 サイフォンの原理を利用したろ
過方法により，汚泥の濃縮にほとんど動力を要しない新型
装置

太陽光発電設備工事

公 募 マイクロ水力発電機設置工事

稼 働

稼 働

省エネ機器・省エネタイプ機器の導入

建設発生土の減量化等

培養土活用の課題
資材原料化の調査

培養土の事業化
原料化の研究・試験利用

【平成19年度完了】
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平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標２】　現行料金を維持できるよう経営基盤の強化を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

(16)組織・職員数の
計画的管理

①職員数
②９０４人（２２年度）

①コスト（人件費等）削減額
②約2,570,000千円削減
（２２年度まで）

総務企画課

４
効率的な経営の
推進

(17)事務経費・工事
コストの縮減

①縮減すべき事務経費の項目数
②３４項目（２１年度）
　１６２項目（２２年度まで）

①縮減すべき工事コストの項目数
②１０項目（２１年度）
　５３項目（２２年度まで）

①事務経費縮減額
②約１８．７億円（２１年度）
　約８１億円（２２年度まで）

①工事コスト縮減額
②約６．６億円(２１年度)
　約５３億円(２２年度まで)

業務振興課
計画課

(18)民間委託の拡大

①業務の民間委託への検討
②コア業務と委託可能業務を
明確に仕分けし、委託可能業
務については、全て民間へ業
務委託する（２２年度）

①委託業務の拡大
②委託可能な業務の民間委託
化

①業務の仕分け
②コア業務と委託可能な業務
の明確な仕分け

①業務の効率化
②サービス水準を維持しつつ
業務の効率化を図る。
（２２年度まで）

①委託化等によるコスト削減
②コスト削減効果の発現

総務企画課

(19)ＰＦＩの導入

①ＰＦＩ導入の検討
②北総浄水場分事業契約締結
(２１年度)
　柏井浄水場入札（２１年
度）
②北総浄水場の特定事業者選
定及び事業契約締結

①ＰＦＩ導入数
②３箇所(２２年度)
　・ちば野菊の里浄水場
　・北総浄水場
　・柏井浄水場

①PFI導入による費用削減効果
②7.1％減 ちば野菊の里浄水
場(H19年度 特定事業選定時)

計画課

　浄・給水場運転管理業務などの委託化や検針業務の複数
年数契約等よる事務経費の削減及び効率的な経営の推進の
ため、業務の集約化による人員削減、各種業務の委託化、
複数年契約等により事務経費の縮減を図るとともに、ＰＦ
Ｉの導入、効率的な新工法の活用等により工事コストの縮
減を図る。
　平成２１年度も引き続き実施する。
(21年度の取組)
　各種業務の委託化、効率的な新工法の活用等により、引
き続き事務経費・工事コストの適切な縮減に努める。

　局職員が行うべきコア業務とそれ以外の業務の区分けを
具体的に検討し、コア業務以外の業務について、職員数の
状況を踏まえ民間へ順次委託を進める。
　平成２１年度も引き続き実施する。
(21年度の取組)
①前年度の検討結果に基づき、当年度は新たに、
○収納整理業務委託について、千葉水道事務所本所、市原
支所、市川水道事務所本所、松戸支所を実施対象とする。
○量水器の出納管理及び在庫管理システム入力業務委託に
ついて、千葉西支所、市原支所、船橋北支所、松戸支所及
び葛南支所を実施対象とする。
②次年度以降も順次委託化を進めるため、引き続き、コア
業務とそれ以外の業務の仕分けを行う。

　北総浄水場の排水処理施設については，アドバイザーを
活用しつつ，関係法令に基づき総合評価一般競争方式によ
る入札，事業者選定，事業契約締結手続きを行なう。
　柏井浄水場東側の排水処理施設については，「印旛沼原
水の凝集改善に関する産学官共同研究」（～H21年度 担
当：浄水課）の結果等が出るまで事業を一時凍結し，研究
により示された方向性，及びその後の高度浄水処理の導入
判断を踏まえて、導入可能性調査を実施する。
　PFI 方式により、ちば野菊の里浄水場排水処理施設の事
業を推進する。
　柏井浄水場東側及び北総浄水場排水処理施設について、
PFI 方式により導入可能性調査を行ったうえで、導入に向
けて検討する。
（21年度の取組）
○北総浄水場排水処理施設については、アドバイザーの支
援を受けつつ、PFI法及び各種ガイドラインに基づく諸手
続きを行い、特定事業者を選定し、事業契約を締結する。
○柏井浄水場東側排水処理施設については、「印旛沼源水
の凝集改善に関する産学官共同研究」（～平成21 年度 担
当：浄水課）により示された方向性、及びその後の高度浄
水処理の導入判断を踏まえて、導入可能性調査を実施する
ため、一時凍結する。

①成果指標　②成果目標
スケジュール

担 当 課

　計画的な職員数管理のもとに、簡素で効率的な組織体制
の構築及び定員の適正化を図る。（再任用職員を含めた職
員総数を平成22 年4 月1 日までに，平成17 年4 月1 日現
在の職員総数（1,161人）から257 人削減する。）
(21年度の取組)
　平成２１年度も引き続き実施する。
　退職等による職員の減員要素と新規採用などの増員要素
を勘案しつつ、本局業務の統合や出先機関業務の委託化を
推進することにより、職員数の減少分に見合う業務量の軽
減を図り、簡素で効率的な組織づくりに努める。

主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度） ①達成指標　②達成目標

　　　　　アドバイザリー契約
・実施方針　　　　　・債務負担行為設定
・特定事業選定

学識経験者等による導入検討･及び事業者選定

設計・更新工事
（PFI事業）

組織・職員数の適正化の各種検討と実施

業務委託の具体的検討と順次移行

導入可能性調査 ・落札者決定基準
・入札公告
・事業者選定
　・契約締結

コスト縮減の各種方策の実施・検証

導入可能性調査
実施設計
（PFI事業）

　　　　　アドバイザリー契約
・実施方針　　　　　　・入札公告
・特定事業選定　　　・落札決定基準

北総浄水場

柏井浄水場

資料２－２
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平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標２】　現行料金を維持できるよう経営基盤の強化を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
①成果指標　②成果目標

スケジュール
担 当 課主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度） ①達成指標　②達成目標

資料２－２

(20)経営分析の活用

①経営課題の明確化
②経常収支比率、企業債残高、自
己資本構成比率、職員一人あたり
の給水収益等の現状分析（２１年
度）
②「企業債残高と給水収益の比
率」等からみる経営課題の抽出

①経営分析結果の公表
②分かりやすい経営分析資料の公
表

①経営分析結果の活用
②・職員の経営感覚の醸成（研修
２回）（２１年度）
　・予算査定 編成 に反映（企業
債残高と給水収益の比率、経常収
支比率）（２１年度）
　・各職場の業務改善等の活用方
策をPTで検討・実施（２１年度）
　・次期中期経営計画に反映（２
２年度）

①お客様への公表・職員への周知
②局ホームページへの掲載、職員
の経営感覚の醸成（研修２回）、
職員へのアンケート調査の実施

財務課

５
経営体質の強化

(21)情報化の推進

①事業進捗率（システム構築
の進捗度合）
②・浄給水場維持設備管理情
報システムの開発(H19～H21：
開発　H22：運用）100％
　・給水装置情報管理システ
ム再構築（H21：再構築
H21：運用）
　・基幹系システムの情報セ
キュリティ対策
　・サーバ室のスペース整理
　　　（２１年度）

①システムの活用と情報の共有化
②システムの活用と情報の共有化
による効率的な業務運営の確保

①労働時間の短縮時間数
②１，２８０時間（２１年度）
　５，６５０時間（２２年度）

①コストの縮減額
②１４，０００７，９００千円
（２１年度・水運用＋水質情報）
　３０，３８０２０，１８０千円
（２２年度まで・水運用＋水質情
報＋設備管理）　※水運用セン
ター分（再掲）

業務振興課

(22)料金体系の研究

①料金体系の調査研究
②口径別の現行料金体系等に
ついて、使用実態を踏まえ将
来的なあり方を調査研究し、
料金体系の将来のあり方案を
作成する。

①次期中期経営計画への研究結
果の反映当局の将来における料
金体系の検討
②料金体系の将来のあり方素案
作成（２１年度）
　料金体系の将来のあり方案のま
とめ
（２２年度まで）

財務課

(23)将来の経営形態
等の研究

①経営形態・運営方法等の調
査研究
②県営水道と県内他事業体の
既存施設を活用した、より広
域的で効率的な水運用のあり
方についての検討を行い、効
果・課題を整理する。（２１
年度）

①相互活用の可能な県内水道
施設
②県営水道と県内他事業体の
既存施設を活用した、より広
域的で効率的な水運用のあり
方について検討・整理を行
う。

①次期中期経営計画への研究結
果の反映
②次期中期経営計画へ研究結
果を反映させる（２２年度まで）
①長期的構想及び次期中期経
営計画検討への活用
②次期施設整備計画等の検討へ
の活用

総務企画課

　情報化計画に基づきシステムの開発・導入や既存システ
ムの再構築等を行い、水道業務の幅広い分野に情報システ
ムを活用する。
　業務の効率化向上のため、情報化計画に基づきシステム
の開発や既存システムの再構築を行い、水道業務の幅広い
分野に情報システムを活用する。
　平成２１年度は、
(21年度の取組)
　浄給水場設備維持管理情報システムの開発、給水装置情
報管理システムの再構築を実施する。

　水需要構造が大きく変化している状況の中で、現行料金体
系等について、使用実態を踏まえた将来的なあり方を調査研
究する。
　平成２１年度は、
(21年度の取組)
　水使用実態及び他事業体の料金体系を踏まえて、新たな料
金体系の将来のあり方素案を作成する。

　総合企画部水政課による県内水道の統合・広域化に係る
検討の動向に注視しつつ、水道局として、県内水道の広域
化に向けた検討を全局的に行う。
 平成21年度は、
  県内水道のあり方の望ましい方向性を見出すため、学識
経験者からなる県内水道経営検討委員会（事務局：県総合
企画部水政課）において平成19年2月に「これからの千葉
県内水道について〔提言〕」が取りまとめられ、知事に答
申された。
  この提言等を踏まえ、県内水道の広域化に対応するた
め、将来の県営水道の経営形態・運営方法等のあり方につ
いて、様々な視点から調査研究を行う。
（21年度の取組）
　県営水道と県内他事業体の既存施設を活用した、より広
域的で効率的な水運用のあり方について検討・整理を行
う。

　「収益性分析」、「安全性分析」及び「生産性分析」の
結果をもとに、専門家の所見などから現状の経営課題を抽
出し、収支改善などに活用できるようにする。
　また、分析結果については、わかりやすくお客様に情報
提供する。
　平成２１年度は、平成２０年度決算に係る分析を実施す
る。
　「収益性分析」、「安全性分析」、「生産性分析」の３
つの性格別分類により行う経営分析について、職員の経営
感覚の醸成や業務改善に活用できるようにするとともに、
お客様に対しても分析結果を分かりやすく情報提供する。
(21年度の取組)
① 経営分析の結果から見られる経営課題を明確化し、改
善策を予算編成に反映させる。
② 経営分析結果について、お客様に分かりやすい内容と
なるよう工夫・改善して公表する。

民間的経営手法の検討及び課題整理 「県内水道のあり方」の結論を踏まえ検討

経営分析の実施、業務指標の充実・出先機関の分析・情報提供

水使用実態の把握・分析 新たな料金体系のあり方の研究

システム開発・改良と運用管理の充実

10



平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標２】　現行料金を維持できるよう経営基盤の強化を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
①成果指標　②成果目標

スケジュール
担 当 課主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度） ①達成指標　②達成目標

資料２－２

６
技術の継承

(24)水道技術実務研
修

①受講者数
②３００人　(２１年度)

①研修理解度(受講報告書に記
載された理解度評価点の平均
値)
②７５％（２１年度）
　７６７７％（２２年度）

①研修満足度（受講報告書に
記載された総合評価点の平均
値）
②７６％（２１年度）
　７７７８％（２２年度）

計画課

７
人材育成の充実

(25)職員能力向上

①特別研修の局主催研修受講
者数（管理者研修、公営企業
研修、中堅職員研修、企画力
養成研修の受講対象者数）
②１５５　１７５人（２１年
度）

①研修理解度（アンケート結
果）
②９０％（２１年度）
　９０％（２２年度）

①研修満足度（アンケート結
果）
②肯定評価９０％（２１年
度）
　肯定評価９０％（２２年
度）

総務企画課

　職員の創造性、企画能力、コスト意識、情報活用力の向
上を図るため、研修内容の見直し、研修機会の拡充を実施
する。
　　平成２１年度は、試行、検証を踏まえた研修を引続き
実施する。
（21年度の取組）
○「管理者研修」（対象：管理職職員等）
水道事業の運営に関する幅広い知見及び経営管理能力の向
上を図る。
○「公営企業研修」（対象：水道局初任者）
水道局職員として必要とされる知識を習得させ，職務への
理解を深め，局職員としての自覚を持たせる。
○「中堅職員研修」（対象：中堅職員）
業務上必要な知識・技能の習得や能力の開発・向上を図
る。
○「企画力養成研修」（対象：各所属の事務副課長又は事
務次長、その他希望者）
企業職員として求められる企画立案能力の向上を図る。
○「水道局若手職員研修」（対象：局新規採用後3年以内
の職員）
若手職員同士の人的交流を促進し，相互に情報交換を行い
やすいネットワーク構築の契機とする。

　平成13 年度に策定した「水道技術実務研修計画」によ
り、技術の継承と幅広い知識の習得を目的として研修を実
施してきましたが、今後、経験豊富な技術職員の大量退職
を迎え、少人数体制による業務運営等が必要となることか
ら、豊富な知見や技術を有する退職職員等の活用を盛り込
んで見直した「水道技術研修計画」を策定し、水道技術が
円滑に引き継がれるよう、研修の充実を図る。
　本研修は、平成２０年度から２２年度までの３ｶ年にわ
たる、新たな研修計画を策定し、実施してきた。
(21年度の取組)
　２１年度は20年度の実績・評価を基に実施計画を改良し
つつ技術研修を実施する。本研修は、「基礎研修」「実務
研修」「実地研修」「専門研修」など実践的な項目を取り
入れた15項目の講座で構成されている。

現行計画による研修

課題等 計画見直し 新計画による実施

新規研修の試行   検 証
実施
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平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標３】　お客様により一層信頼される水道を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

８
給水サービスの
充実

(26)宅地内鉛給水管
更新助成制度の検討

①基本方針の検討
②基本方針案の策定（２１年
度）

①要綱等の制定
②要綱等を制定する。（２２
年度）
基本方針の作成（２１年度ま
で）
要綱等の検討（２２年度）

計画課

(27)未普及地区の普
及促進

①給水要望実施率
②１００％（２１年度）

①未普及地区への配水管布設
延長
②　３１．５km（２１年度）
　１５７．５km（２２年度ま
で）

①給水普及率
②９６．１％（２１年度）
　９７．５９６．２％（２２
年度）

計画課
給水課

９
窓口サービスの
充実

(28)収納形態の多様
化

①収納形態の多様化
②クレジットカードを利用し
た支払い方法の導入につい
て、お客様満足度に沿って検
討する。し、判断するための
調査結果を得る。
【平成20年度完了】

①調査結果の、導入可否決定
への反映
②調査結果を導入可否決定に
反映させる。（２０年度）
【平成20年度完了】

業務振興課

スケジュール
担 当 課①成果指標　②成果目標主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度） ①達成指標　②達成目標

　お客様負担で実施することとなる宅地内量水器周りの鉛
給水管更新費用に対し、更新促進方策のひとつとして新た
に助成制度を検討する。
　平成２１年度は、他事業体の助成制度の実施状況等を踏
まえ、助成制度の検討を行う。
　現在実施している鉛給水管の更新事業は、配水管の分岐
部から宅地内のメータ廻りまでの一連した鉛給水管を対象
としており、平成22年度に完了する予定となっている。
　一方、更新後においても、共同住宅などの宅地内になお
残存する短い鉛給水管については、通常の使用状態では水
質上の問題はなく、直ちに更新する必要はないが、長期的
には更新を促進する必要がある。そこで、お客様負担で実
施することとなる宅地内量水器周りの鉛給水管更新費用に
対し、更新促進方策のひとつとして新たな助成制度を検討
する。
　なお，宅地内に残存する短い鉛給水管の現状は、31万3
千件（共同住宅などで、受水槽下流側に設置された量水器
の前後等に残存する鉛管は除く）と推定している。（平成
19年3月末の給水戸数129万7千戸）
（21年度の取組）
　助成制度を実施している他事業体の実施状況を調査し、
助成制度を検討する。

　お客様の加入要望に対して、迅速かつ適正に配水管を布
設するとともに、普及促進に有効な広報等を実施する。
　平成２１年度は、ホームページ等を活用し、引き続き広
報活動を実施するとともに、市村と連携を図り普及促進に
努める。
　水道の未普及地区にお住まいのお客様の給水要望に応え
るため、迅速かつ適切に配水管を布設するとともに、負担
軽減措置の制度について、お客様に広く宣伝する等の対策
を講じ、水道の普及促進に努める。
（21年度の取組）
○未普及地区のお客様からの給水要望に応え、迅速に配水
管の整備を実施する。
○千葉県水道局ホームページを活用し、費用負担軽減措置
の制度及び相談窓口等の広報活動を実施する。
○未普及地区のお客様を直接訪問し、加入の働きかけを委
託により実施する。

　クレジットカードやマルチペイメントによる支払い方法
等について検討する。
　支払方法の多様化によりお客様の利便性を図るため、ク
レジットカードやマルチペイメント（公金電子収納）によ
る支払方法等について検討する。（本事業の導入について
は、平成２０年度に他の水道事業体の導入状況や導入に係
る費用を総合的に検討した結果、当面見送りすることとし
た。）
(21年度の取組)
―

基本方針・検討 要綱等

布設工事

３１．５㎞布設
（１０．４ｋｍ）

３１．５㎞布設 ３１．５㎞布設

広報実施広報検討・実施

３１．５㎞布設
（１３．１km)

３１．５㎞布設

∴（　）内は実績値

 動向調査  検 討

【平成20年度完了】

資料２－２
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平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標３】　お客様により一層信頼される水道を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

スケジュール
担 当 課①成果指標　②成果目標主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度） ①達成指標　②達成目標

資料２－２

９
窓口サービスの
充実

(29)検針会社による
日曜日等の現地精算

①料金精算日の拡大（検針会
社による日曜日等の現地精
算）
②平成１９年度に実施
【平成19年度完了】

①日曜・祝日の現地精算の利
用者数
②６５５人（２１年度）（お
客様センター、水道事務所及
び検針会社への要望状況を事
前に調査し、統計的な見込数
字として目標を設定した）

業務振興課

(30)接客マナー向上

①実務研修開催数
②６回（２１年度）

①実務研修受講者数
②９６人（２１年度）

①マナーチェックテストの実
施状況（100 点満点換算）
②２６．３８７点（２１年
度）
　２７．０９０点（２２年
度）

①水道サービス苦情割合（苦情件
数/給水栓数）
②0.57件/1,000件（２１年度）
　0.53件/1,000件（２２年度）

①職員に関する苦情割合（職員に
対する苦情件数/給水栓数、水道
サービス苦情割合の内数）
②0.105件/1,000件（２１年度）
  0.097件/1,000件（２２年度）

業務振興課

(31)バリアフリー化
整備工事

①バリアフリー化の整備
②柏井浄水場(東側施設)・福
増浄水場(２０年度)

①水道事務所等・浄水場のバ
リアフリー化率（バリアフ
リー化工事済浄水場等施設数
／全浄水場等施設数）
②１００％(２１年度まで)

①水道施設見学者割合（見学
者数／給水人口）
②6.86.9人/1,000人（２１年
度）
　6.5人/1,000人（２２年度）

計画課

　統一的な接客マニュアルを作成したので、職員等へ周知
徹底させるとともに、職場での接客意識の醸成を図る。
　「お客様に、より信頼される水道」を目指し、職員一人
ひとりが心のこもったサービスをお客様に提供できるよう
接客マナーの向上を図る。
　平成２１年度は、
(21年度の取組)
○外部講師により実務研修を充実するとともに、接客標語
の募集や啓発物資を作成し職員のさらなる意識の向上を図
る。
○「接客マニュアル」利用の効果を検証する。

　高齢者、障害者等をはじめすべてのお客様が、安全かつ
快適に水道局施設（水道事務所、浄水場見学コース）を利
用できるよう「千葉県福祉のまちづくり条例」の整備基準
に基づき、施設の改修を実施する。
なお、契約が成立しなかったことから、平成２１年度は、
市川水道事務所のバリアフリー化整備を実施する。
(21年度の取組)
○業者側の契約解除により２０年度から積み残しとなった
柏井浄水場（東側）見学コースにおいて、バリアフリー化
に係る施設改修を実施する。
○入札不調により１９年度から積み残しとなった市川水道
事務所のバリアフリー化については、窓口業務の１階への
移転などを考慮し、再検討する。

　現在、転居等に伴う料金精算は平日及び土曜日に実施し
ているが、お客様の希望する日曜・祝日においても現地に
出向いて実施する。
　お客様が希望する日曜・祝日の現地精算業務について
は、平成１９年８月１日から検針会社に業務委託し実施を
した。
　中期経営計画においては、お客様と接する日常業務につ
いて「親切、迅速、正確」を目指していることから、転居
等に伴う料金精算を、お客様の希望に沿って日曜・祝日
（年末・年始を除く）においても現地に出向いて実施す
る。
(21年度の取組)
　転居等に伴う料金精算を、引続き日曜・祝日においても
現地に出向いて実施する。

 設　計

千葉西・千葉NT・
成田支所
柏井（東側）・福増
浄水場

市川水道事務所

 実 施実施要綱等

 研修会等
 継続

【平成19年度完了】

 事例研究会の
開催
標語募集  効果検証の調査

 優良所属の表彰

 継続

 継続

千葉水道事務所
千葉西・市原・千
葉NT・成田・葛南
支所

市川水道事務所
松戸分室
福増浄水場

柏井（東側）・福
増浄水場

 工 事

千葉水道事務所
千葉西・市原・千
葉NT・成田・葛南
支所

市川水道事務所
松戸分室
福増浄水場

柏井（東側）・福
増浄水場
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平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標３】　お客様により一層信頼される水道を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

スケジュール
担 当 課①成果指標　②成果目標主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度） ①達成指標　②達成目標

資料２－２

１０
情報サービスの
充実

(32)広報ビデオ活用

①ビデオ貸出件数
②３件（２１年度）

①局主催の浄水場見学会上映
件数
②３００件（２１年度）

①ビデオ視聴者数
②19,000人（２１年度）

業務振興課
総務企画課

(33)ホームページの
充実

①ホームページの充実
②ホームページデザインの更
新・コンテンツの充実見やす
く、使いやすく、検索しやす
いホームページデザイン・コ
ンテンツの充実
（２１年度）

①ホームページアクセス件数
②1,351,000件（２１年度）
　1,403,000件（２２年度）

業務振興課
総務企画課

(34)携帯電話活用の
情報提供

①携帯電話用ホームページの
周知
②パソコン版ホームページ、
県水だよりでの紹介（２１年
度）

①携帯電話用ホームページア
クセス件数
②4,400件（２１年度）
　4,600件（２２年度）

業務振興課
総務企画課

１１
相談等広聴サー
ビスの充実

(35)お客様満足度ア
ンケート調査

①インターネットモニターの
委嘱
②委嘱人数５００人以上

①まちかど水道でのアンケー
ト調査の実施
②アンケート調査数２，００
０人以上

①浄水場見学会でのアンケー
ト調査の実施
②アンケート調査数２００人
以上

①アンケート情報収集割合合
(アンケート回答人数/給水人
口)
②0.59人/1,000人（２１年
度）
　0.62人/1,000人（２２年
度）

①お客様満足度（水道水の安
全性やおいしさ，料金などに
対する満足度）
②２８．５％（２１年度）
　３０．０％（２２年度）

業務振興課

　お客様に当局事業運営のご理解、関心等を求めるため、
広報ビデオを作製し、広く効果的に活用する方策を検討
し、実施する。
　平成２１年度は、ホームページなどの広報媒体を利用し
て、貸出情報を提供し貸出しを行うとともに、浄水場見学
会等で広報ビデオを上映し水道への理解と関心を深めてい
ただくようビデオの活用に努める。
　お客様に当局の事業運営についての理解を深めていただ
くため、千葉県水道局の事業を紹介した広報ビデオを、広
く効果的に活用する。
　浄水場見学会等の場においてビデオを上映し、水道水の
作られる過程や施設の状況等について来場者に理解してい
ただくとともに、一般向けにもビデオの貸出しを行い、広
くお客様に水道事業への理解を深めていただくことによ
り、お客様に、より一層信頼されるよう取り組む。
（21年度の取組）
○浄水場見学会等におけるビデオ上映
○水道局ホームページにおけるビデオの貸出PR

　お客様が携帯電話からも県営水道の情報を入手できるよ
うにするため、携帯電話用ホームページの開設に向けて、
提供する情報の内容等を検討し、実施する。
【平成20年度開設】
（21年度の取組）
　平成２１年度は、
　パソコン版ホームページなどの広報媒体を利用して、多
くのお客様に閲覧していただくよう周知に努める。

　最新の情報をいち早くお客様に広報できる手段である
ホームページの充実を図る。
　お客様から寄せられる意見や局内実務担当者との意見交
換を通じて、ホームページの充実を図る。
（21年度の取組）
　平成２１年度も、これまでと同様にお客様のから寄せら
れる意見や局内実務担当者との意見交換を通じて利用者の
視点に立ってコンテンツの充実・レイアウトの改良を重ね
ることでアクセス件数の向上を目指すこととする。

　お客様満足度（お客様からの水道水の満足度）や、お客
様の事業運営に対するご意見等を伺うなどの調査を行い、
業務改善に反映させるため、現在、定期的に実施している
インターネットモニターの充実を図るとともに、他方策に
ついても検討し・実施する。
　また、お客様からのご意見・要望等に対する処理状況を
把握して、お客様ニーズに沿った改善策等を検討し事業運
営に反映させる。
　お客様の声を詳細に把握し、多様化しているお客様の
ニーズを反映させた水道事業の推進に努めるため、イン
ターネットモニターの充実を図るとともに、他の意見聴取
方策についても検討し、実施する。
　平成２１年度は、
(21年度の取組)
　インターネットモニターの委嘱人数を目標数確保すると
ともに、お客様サービス等の調査を実施する。
  また、インターネットモニター調査とは別に郵送方式に
よるアンケート調査を実施する。平成１６年度実施時のア
ンケート結果と比較することで、お客様から寄せられた水
道水の満足度の経年変化を把握する。

 活用方法・取組方針  実 施

 実 施 活用方法・取組方針

 実 施 活用方法・取組方針

モニターの実施・充実

お客様会議等検討

要望、苦情等の処理状況の把握・分析

支所支所
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平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標３】　お客様により一層信頼される水道を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

スケジュール
担 当 課①成果指標　②成果目標主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度） ①達成指標　②達成目標

資料２－２

１２
情報セキュリ
ティの充実

(36)情報漏洩防止対
策

Ⅰ　人的セキュリティへの取組
①情報セキュリティ研修受講者数
②８０人（２１年度）
　７００人（交代勤務者等を除
く）（２２年度まで）

Ⅱ　技術的セキュリティへの取組
①セキュリティーシステムの整備
②０１システム［累計８９］（２
１年度）
　８９システム（２２年度まで）

Ⅲ　物理的セキュリティへの取組
①防犯対策
②２１システム［累計１２］（２
１年度）
　１２システム（２２年度まで）

Ⅰ　人的セキュリティ
①研修理解度（テスト等）
②１００％（２１年度）
　１００％（２２年度）

①情報漏洩件数
②０件（２１年度）

Ⅱ　技術的セキュリティ
①ハッキング件数
②０件（２１年度）

Ⅲ　物理的セキュリティ
①外部侵入者数
②０件（２１年度）

業務振興課

　情報セキュリティの強化徹底を図るため、情報漏洩防止
対策と情報資産管理対策を強化、推進する。
　本局・出先機関が保有する個人情報などの電子情報の漏
洩を防止するとともに、情報システムを様々な脅威から防
御するため、情報セキュリティの強化について下記のとお
り取り組む。
人的ｾｷｭﾘﾃｨ：不正行為等の発生を防ぐための研修・啓発
技術的ｾｷｭﾘﾃｨ：パスワードの定期的な更新やコンピュータ
の使用状況の監視
物理的ｾｷｭﾘﾃｨ：部外者の侵入を防止する虹彩認証システム
の導入
平成２１年度は、
(21年度の取組)
情報漏洩防止対策として情報セキュリティ研修や防犯対策
を実施する。
情報セキュリティの強化徹底を図るため、情報漏洩防止対
策と情報資産管理対策を強化、推進する。
情報漏洩防止対策におけるITリーダーとしての役割と情報
セキュリティについて研修を実施する。

情報漏洩・情報資産管理の各種対策の実施
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平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標４】　地震等の非常時にも強い水道を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

(37)危機管理体制の
強化

①震災対策基本計画に基づく具体的
運用マニュアルの見直し
②震災対策基本計画に基づく具体的
運用マニュアルを見直す。（２１年
度）
①被害想定に基づく震災対策シナリ
オの策定
②給水全域を対象とした応急活動の
具体的シナリオを策定する。（２１
年度）
②時系列シミュレーションによる応
急体制の検討と課題の整理

①危機管理に関する効果的な体制
の確立強化
②危機管理に関する効果的な体制
を確立する。（２１年度）

①実効性のある体制づくり
②実効性のある体制の整備による
有効性（２２年度）

計画課（危
機管理対策
室）

１３
危機管理体制の
充実

(38)非常時職員参集
管理システム整備

①非常時職員参集管理システ
ムの整備
②非常時職員参集管理システ
ムを整備する。（１８年度）
【平成18年度完了】

①訓練時等のシステム成果
（システム登録率・応答率）
②82.5％・77.5％（２１年度）
　85.0％・80.0％（２２年度）
①システムへのメールアドレス登
録率（登録者数／職員数）
②８３％（２１年度）
　８５％（２２年度）

①メール配信時の応答率（システ
ム応答数／メール配信数）
②７８％（２１年度）
　８０％（２２年度）

計画課（危
機管理対策
室）

(39)被害情報収集シ
ステム整備

①被害情報収集管理システム
の整備
②被害情報収集管理システム
を整備する。（１９年度）
【平成19年度完了】

①訓練時等のシステム成果（千葉
県水道管工事協同組合員等からの
返信率）
管工事組合員を対象とした訓練の
システム返信率（システムの情報
登録数／対象管工事組合員数）
②80.0８０％（２１年度）
　80.0８０％（２２年度）

計画課（危
機管理対策
室）

(40)危機管理用備品
整備

①危機管理用の備品及び資機
材の備蓄数
①備品の整備
②給水用ポリ袋の備蓄５千袋
を備蓄する。（２１年度）

①備品や資機材の調達備蓄数
②給水用ポリ袋
　　６９千袋（２１年度）
　　７１千袋（２２年度まで）
①危機管理体制の充実度
②備品及び資機材の備蓄による危
機管理体制の充実

計画課（危
機管理対策
室）

①達成指標　②達成目標 担 当 課

　今後の、少人数体制が予想される中で、大規模地震等の
発災時に迅速な応急給水・復旧活動を行うため、新たな危
機管理体制が必要となることから、今後の危機管理に関す
る効率的な体制とそれを支えるシステム等について検討す
る。
　平成２１年度は、実効性のある体制を検討・整備する。
（21年度の取組）
　大規模地震の発生を想定し、給水区域内全域における発
災から復旧完了までの時系列シミュレーションを行い、応
急給水・応急復旧体制のあり方等について検討する。

　携帯電話のメール機能等を用いて職員に参集を指示し、
参集状況を返信させるとともに、これを自動集計するシス
テムを構築し、体制を整備する。
　今後は各種情報通信手段を用いた総合情報伝達訓練を行
い、各種システム操作の習熟を図る。
　地震等の震災発生時に、速やかに各所属の配備体制を確
立するため、携帯電話のメール機能等を用いて職員に参集
を指示し、各職員から参集状況を返信させるとともに、こ
れを自動集計するシステムを構築し体制を整備する。
（21年度の取組）
　整備された「非常時職員参集管理システム」を使った訓
練を重ね、システム操作の習熟とシステムの改善を図って
いく。
○水道局の危機管理月間にあわせて全職員を対象とした情
報伝達訓練を行う。（年2回）
○各所属においても随時所属職員を対象とした訓練を行
う。

①成果指標　②成果目標
スケジュール

主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度）

　携帯電話のメール機能等を用いて、千葉県水道管工事協
同組合員等から被害報告を受け集計するシステムを整備す
る。
　今後は各種情報通信手段を用いた総合情報伝達訓練を行
い、各種システム操作の習熟を図る。
　地震等の震災発生時には、被害状況を速やかに把握し、
集約データを出先機関等にフィードバックし、効果的な復
旧体制を確立することが重要である。
　このため、携帯電話のメール機能等を用いて、千葉県水
道管工事協同組合員等（以下、「管工事組合員等」とい
う。）から被害報告を受け、効果的な応急復旧及び応急給
水計画の策定及び実施を支援する被害情報収集管理システ
ムを整備する。
（21年度の取組）
　構築された「被害情報収集管理システム」を使った訓練
等を重ね、システム操作の習熟を図るとともに、必要に応
じてシステムの改善を図る。
○局職員向けの操作研修及び訓練を行う。（随時）
○管工事組合員等を対象とした操作研修及び訓練を行う。
（随時）

　地震等の震災発生時に迅速な復旧を行うため、災害対策
本部（現地本部・支部）の運営をはじめとする各種危機管
理対策に必要な非常用食料、飲料水、及び屋外宿泊等の備
品や応急用資機材の整備・充実を図る。
（21年度の取組）
　平成２１年度は、給水用ポリ袋を５千袋を水道事務所・
支所に配布備蓄する。

 実 施

 実 施

備品・資機材を順次整備

 課 題の抽出 実施方策の検討  実施・検証

 整 備

 課 題の検討

 整 備（完成）

【平成18年度完了】

【平成19年度完了】

資料２－２
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平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標４】　地震等の非常時にも強い水道を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
①達成指標　②達成目標 担 当 課①成果指標　②成果目標

スケジュール
主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度）

資料２－２

(41)自家発電設備の
整備

①自家発電設備の整備数
②９箇所整備（２１年度まで
の整備予定箇所）

①自家発電設備の保守点検箇
所数
②８箇所（２１年度）

①点検時等の作動状況
②正常作動率１００％（２１
年度）
①点検時等の正常作動率（正
常作動箇所数／整備済箇所
数）
②１００％

計画課（危
機管理対策
室）

１３
危機管理体制の
充実

(42)防災行政無線の
整備

①防災行政無線の整備数
②１１箇所整備（２１年度ま
での整備予定箇所）
【平成20年度完了】

①訓練時等の通信状況
②正常通信率１００％（２１
年度）
①防災行政無線の使用可能な
箇所数
②１１箇所

計画課（危
機管理対策
室）

(43)各種情報通信手
段の有効活用

①ネットワーク化率（完成通
信手段数／計画通信手段数）
②１００％（２０年度）
【平成20年度完了】

①訓練時等の通信成果（情報
伝達率（応答数／発信数）
②９３％(防災行政無線+業務
用無線+非常時職員参集管理ｼｽ
ﾃﾑ)
（２１年度）
　94％(同上)（２２年度）

計画課（危
機管理対策
室）

(44)市村との連携強
化

①関係市村と覚書締結
②関係市村と覚書を締結す
る。（２０年度）
①11市2村との、「応援給水等
に関する覚書」の締結
②覚書の締結

①相互に整備する応急給水用資機
材備蓄
②備蓄量の確定（２２年度まで）
①応急給水の人員配置見直し
②震災シナリオに反映させる（２
２年度まで）
①11市2村との連携強化
②市村との役割分担の明確化

計画課（危
機管理対策
室）

　発災時の停電に対応するため、水道事務所・支所等に自
家発電設備を整備する。
　自家発電設備は、平成１８年度２箇所、平成１９年度６
箇所に設置済みで、平成２０～２１年度に、残る松戸支所
について東葛飾合同庁舎耐震改修工事に併せて設置する。
　災害等による停電時にも、電子機器等が作動し業務執行
に支障ないようにするため、水道事務所・支所等の計9箇
所に自家発電設備を整備する。
（21年度の取組）
　自家発電設備整備予定の全9箇所（事務所・支所）中、
平成19年度までに8箇所の整備を完了しており、残る1箇所
については平成21年度中に整備する予定である。
　また，整備済みの8箇所について保守点検を実施する。

　災害時における関係市村等との情報連絡通信手段を確保
する行うため、本局及び水道事務所・支所等の計11箇所に
通信機器として有効な防災行政無線を整備する。
（21年度の取組）
　平成２０年度までに、防災行政無線の整備計画を前倒し
て、１１箇所全てに設置した。
　平成２１年度は同無線を使った情報伝達訓練を行い、習
熟を図る。

　災害時の通信規制に応じて、様々な通信機器を有効に活
用し関係機関との情報交換ができるようにするため、機器
を整備するとともに、そのネットワーク化を図る。
　非常時における通信規制に備え、防災行政無線、衛星携
帯電話、携帯電話（メール機能）、業務用無線、IP電話及
び災害時優先電話の整備・充実を図るとともに、県の機
関、関係市村、民間協力機関等と幅広く情報交換ができる
ようネットワーク化を進める。
（21年度の取組）
　平成２０年度までに防災行政無線の整備が完了し、ネッ
トワーク化が図れている。
　平成２１年度以降は情報伝達訓練を行い、各種情報通信
手段の習熟を図る。

　災害時等における迅速かつ的確な応急給水を図る可能に
するため、関係給水区域内市村との情報連絡体制や指揮系
統など具体的な役割分担を「応急給水等連絡調整会議」
（「連絡調整会議」という。以下同じ。）を通じ、きめ細
かい取り決めを行いで協議しきめ細かな対応ができるよ
う、連携強化を図る。
　平成２１年度は、引き続き関係市村との覚書締結に向け
協議する。
（21年度の取組）
　給水区域内11市2村とのこれまでの協議を踏まえ、情報
連絡体制、応急給水活動、広報業務等について過年度に作
成した覚書の原案を見直し、市村との「連絡調整会議」等
を通じて、覚書の成案が得られるよう引き続き協議する。

ネットワーク検討

 実施設計

 実施設計

 協　議

各種機器の運用ネットワーク化

 整　備

　　機器の運用

　　機器の運用

 整　備

 覚書締結

【平成20年度完了】

【平成20年度完了】
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平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標４】　地震等の非常時にも強い水道を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
①達成指標　②達成目標 担 当 課①成果指標　②成果目標

スケジュール
主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度）

資料２－２

１３
危機管理体制の
充実

(45)各種訓練の実施

①総合訓練の年間実施回数
②年４回（２１年度）

①テーマ型訓練の年間実施回
数
②８０回

①訓練結果の、マニュアルへ
の反映
②マニュアルに反映させる。
の改善
（２１年度）

計画課（危
機管理対策
室）

(46)千葉分場地下水
活用

①千葉分場における配水量

②５，９００m
3
/日（１９年

度）
【平成19年度完了】

①千葉分場の配水可能世帯数
②約８，０００戸

浄水課

１４
震災・渇水等対
策の推進

(47)企業団との相互
融通

①北千葉（企）及び君津
（企）との間の水の相互融通
方策の検討及び協議
②水の相互融通体制の確立
①基本計画の策定に向けた協
議
②基本計画を策定に向け協議
する。

①検討結果の基本計画への反
映
②基本計画の策定に必要な検
討成果の取得
①基本計画の策定
②基本計画を策定する。（２
２年度）

計画課

　実践的な体制を整えるため、テーマ毎に行う定期的訓
練、関係者が全て参加する総合的訓練を実施し、反省を基
に適宜マニュアルを見直す。　平成２１年度は、総合訓練
を４回実施する。
　実践的な危機管理体制を構築するため、局全体が参加し
て行う「総合訓練」や、各機関がテーマを設定して行う
「テーマ型訓練」を実施し、その結果をもとに適宜、マ
ニュアルを見直す。
（21年度の取組）
　「総合訓練」を年4回以上実施する。また、「テーマ型
訓練」についても随時実施し、訓練結果の反省点をもと
に、適宜、マニュアルを見直す。

　誉田給水場から送られる水の中継点である千葉分場は、
周辺地域との高低差を利用して自然流下により水を送り出
しているが、末端蛇口での水圧低下を考慮して、配水量
は、平成17年度は1日当たり4,100立方メートルにとどまっ
ていた。
　同分場においては、1日当たり13,000立方メートルの水
を取水できる地下水源を有しているが、有事の際にこの地
下水源を活用するためには、その活用ポテンシャルをでき
るだけ高めておく必要がある。このため、分場から延びる
配水管網を拡大し、末端水圧の低下を招かない限度まで配
水量を増やすことにより、活用できる分場の地下水量を増
やし、震災・渇水等に備えた体制強化を図る。
（21年度の取組）
　千葉分場における配水量の拡大については、平成19年度
に当初目標を達成し事業を完了しているが、今後も有事の
際に千葉分場が保有する地下水源が活用できるよう、引き
続き配水量の維持及び地下水源設備（井戸ポンプ）の維持
管理運転を行う。

　千葉県水道局は、北千葉広域水道企業団（以下、北千葉
（企））及び君津広域水道企業団（以下、君津（企））か
ら水道用水の供給を受けている。
　当局と両企業団との間で、水の相互融通が可能な体制を
構築することにより、非常時（震災、施設事故、水質事
故、渇水等）に対応出来るようにする。
　両企業団との間の水の相互融通体制を整備することによ
り、非常時（震災、施設事故、水質事故、渇水等）におい
て、より広域的に対応できるようにする。
　なお、長期水需要見通しの見直しを踏まえ、施設整備の
あり方等を含め、平成２１年度は引続き相互融通方策を検
討する。
（21年度の取組）
　相互融通可能水量などの実益面について、両企業団と協
議を行う。

定期訓練・総合訓練・適時マニュアルの見直し

 相互融通方策  協議・基本計画

 検討・実施

 相互融通方策  協議・基本計画

 検討・実施
【平成19年度完了】
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平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標４】　地震等の非常時にも強い水道を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
①達成指標　②達成目標 担 当 課①成果指標　②成果目標

スケジュール
主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度）

資料２－２

(48)印旛郡市広域市
町村圏事務組合緊急
連絡管整備

①事業進捗率（事業費ベー
ス）
②　１０％（２１年度）
　１００％（２２年度）

①緊急時安定給水度（バック
アップ可能区域と人口）
②成田空港及び成田ＮＴ
ニュータウンへの安定給水確
保　33,500人（２２年度ま
で）

計画課

１４
震災・渇水等対
策の推進

(49)機場間バック
アップ体制整備

①事業進捗率（事業費ベー
ス）
②１００％（２１年度）

①緊急時における安定給水度
②北総浄水場及び沼南給水場
系統の給水区域への安定給水
の確保
（２１年度）
①バックアップ可能機場
②北総浄水場・沼南給水場
（２１年度）

計画課
浄水課

(50)庁舎耐震整備
①事業進捗率
②100%（19年度まで）
【平成19年度完了】

①水道事務所等施設耐震化率
（耐震対策済施設数／水道事
務所及び支所の耐震対策予定
施設数）
②100%（２１年度）（１９年
度まで)
【平成19年度完了】

計画課

　災害時の指揮・命令拠点機能を確保するため，水道事務
所及び支所の耐震補強を行う。
（21年度の取組）
－

　北総浄水場から成田給水場を経由し成田国際空港に至る
管路（「北総～成田～空港線」）は，成田ニュータウン地
区と成田空港に給水する基幹管路であるとともに、印旛郡
市広域市町村圏事務組合（以下「印旛(組)」という。）が
長門川水道企業団と成田市に用水を供給する送水本管の役
割も果たしている。
　一方，柏井浄水場から直接、印旛郡市４市１町への用水
供給を担う印旛（組）の「柏井線」もまた重要な基幹管路
であり、当局「北総～成田～空港線」との接合点、通称
「富里分岐」で連結されている。
　本事業は、地震等災害時の管路被害を想定し、平常時は
閉じている富里分岐を介した相互バックアップが可能とな
るよう、「緊急応援に関する協定書」（平成17年度締結）
に基づき、富里分岐の所要の整備と維持管理を図るととも
に、成田給水場に場内連絡管を整備するものである。
　平成２１年度は、
（21年度の取組）
　成田給水場場内連絡管整備設計業務委託を実施する。

　浄給水場施設停止時には、水道用水の供給停止から市民
生活及び産業活動への多大な影響が想定される。
　特に、北総浄水場停止時には、成田国際空港への送水、
また、沼南給水場の施設停止時には東京ディズニーリゾー
ト等への送水にも影響が想定されることなどから、バック
アップ体制が未整備であるこの２つの施設の停止時におけ
る、北船橋給水場からの逆送方法の検討や施設整備を図り
バックアップ体制を整備する。などへの送水に影響が想定
されることなどから、事故時に他機場からのバックアップ
が可能となるよう送配水管路等を整備する。
　また、北千葉広域水道企業団からの受水施設である沼南
給水場についても、停止時には鎌ヶ谷市全域への配水に影
響が想定されることなどから、事故時に他機場からのバッ
クアップが可能となるよう送配水管路等を整備する。
　なお、平成２０年度までに基本事項を整理しており平成
２１年度は引き続き詳細な検討を行う。
（21年度の取組）
　北総浄水場へのバックアップ管路等の整備について関係
機関と協議しながら進める。
　併せて、沼南給水場へのバックアップ体制についても検
討を進める。

 関係者協議  設計

 設計・工事

 実施設計  工 事

工事

検討

成田給水場場内連絡管

【平成19年度完了】

 関係者協議  設計

 設計・工事

 実施設計  工 事

工事

 富里分岐の維持管理

検討

成田給水場場内連絡管

【平成19年度完了】
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平成２１年度千葉県水道局中期経営計画実施計画（修正）

【目標４】　地震等の非常時にも強い水道を目指します。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
①達成指標　②達成目標 担 当 課①成果指標　②成果目標

スケジュール
主 要 施 策 重 点 推 進 事 業 事業内容(当該年度）

資料２－２

１４
震災・渇水等対
策の推進

(51)浄給水場耐震整
備

①事業進捗率（事業費ベー
ス）
②  18%21%（21年度末）
　 29%（22年度まで末）
　100%（27年度末）

①浄水場等施設耐震化率（耐
震対策の施されている施設数
／全浄水施設数）
② 94%92.5%（21年度末)
 　95%94.7%（22年度まで末)
　100.0%（27年度末)

計画課

(52)管路耐震整備

①事業進捗率（執行済事業費
／５年間の計画事業費）
②82%19%（21年度）
　62%（21年度末）
　 100%（22年度まで末）

①管路耐震化率（耐震管延長
／管路総延長）
②　8.0%7.4%（21年度まで)
　 10%（22年度まで)

計画課
給水課

　管路の耐震強化を図るため、耐震継手を用いた耐震工事
を実施する。
　平成２１年度は、二拡栗山～船給線耐震化工事、北総～
成田線第１号橋添架工事（耐震化）を実施する。また、管
路の更新等に併せて耐震継手を用いた耐震化を図る。
　軟弱地盤等で採用する耐震管(地震時に継手部が伸縮し
管が抜けるのを防ぐ)の有効性が明らかとなり、平成18 年
度からは管路の新設や経年管の更新にあわせて、全ての管
路布設工事において採用する。
　なお、基幹管路については、北総～成田線、栗山～船給
線の2路線を対象に耐震化工事を実施する。
（21年度の取組）
○配水管新設工事（千葉ニュータウン地区等）及び経年管
更新工事において、耐震管を採用し、管路の耐震化を進め
る。
○二拡栗山～船給線耐震化工事、北総～成田線第１号橋添
架工事（耐震化）を実施する。

　施設の耐震強化を図るため、浄給水場の耐震工事を実施
する。中期経営計画（平成18～平成22年度）及び次期5か
年で浄水場等耐震化率100％を目指す。
　平成２１年度は、木下取水場の樋管補強工事・取水門補
強設計、誉田給水場の１・２号配水池補強工事及び千葉分
場１号配水池補強工事を実施する。
○平成18年度： 栗山浄水場管理本館他意匠設計、柏井浄
水場西側洗浄水槽及び坂月高架水槽補強設計
○平成19年度： 誉田給水場３拡ポンプ棟・管理棟構造・
意匠設計、木下取水場樋管補強設計、誉田給水場・松戸給
水場・千葉分場配水池補強設計
○平成20年度： 福増浄水場・北習志野分場配水池補強設
計、柏井浄水場西側洗浄水槽・坂月高架水槽補強工事
○平成21年度： 栗山浄水場１拡ポンプ室補強工事、栗山
浄水場管理本館補強工事、誉田給水場3拡ポンプ室・管理
棟補強工事、木下取水場樋管補強工事、誉田給水場・松戸
給水場・千葉分場配水池（各1池）補強工事
○平成22年度： 柏井浄水場４拡ポンプ室構造・意匠設
計、北総浄水場受変電室及び自家発電機室構造・意匠設
計、福増浄水場・北習志野分場配水池（各1池）補強工事
（21年度の取組）
○木下取水場樋管耐震補強工事を実施する。
○誉田給水場第1・2号配水池耐震補強工事を実施する。
○千葉分場1号配水池耐震補強工事を実施する。
○成田給水場場内連絡管設計業務委託を実施する。
○木下取水場樋門及び分水井耐震補強設計業務委託を実施
する。

 設計・工事

 設計・工事

 設計・工事

 設計・工事 設計・工事 設計・工事
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